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はじめに
〜⽇本の未来を⽀え、けん引する“副⾸都・⼤阪”〜

大阪府・大阪市では、首都・東京ともに東⻄⼆極の一極を૿う
「副首都」をめざし、2017年 「副⾸都ビジョン」を策定
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世界的な都市間競争の時代の中で、東京
だけに頼るのではなく、⽇本全体の成⻑⼒を⾼
める拠点都市を創出することが望まれます。

わが国の地形・地勢を考慮すると、⻄の拠点と
して大阪の中枢性の再構築が極めて重要です。

災害リスクを抱えるわが国において、東京一極
集中は大きなリスク要因です。

東京と同時被災の可能性の低い都市に、
バックアップのための資源を整え、平時から⾼度
な機能を૿うようにすることで、⽇本を支える拠
点都市を戦略的に確⽴することが望まれます。

国全体の成⻑をけん引する、国際競争⼒を持つ複数の拠点創出が必要

⾸都・東京の負荷を軽減し、想定外の⼤災害にも対応しうる国土の強靭化が必要

出典︓内閣府「中央省庁業務継続ガイドライン
第１班」（2007.6）

※大阪産業経済リサーチセンター「アジア主要都市と大阪の都市間競争⼒⽐較」（2013.3）をもとに作成



はじめに
〜「副⾸都・⼤阪」が果たすべき「⾸都機能バックアップ」の役割〜

「副首都ビジョン」では「⾸都機能バックアップ」を
副首都・大阪が果たすべき役割として位置づけ
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⾏政分野、経済分野の両⾯から首都機能
バックアップの実現に向けた取組みを推進
【⾏政分野】※国への要望
• 東京圏外における政府代替拠点のあり方

検討の推進
• 大阪・関⻄を首都機能バックアップエリアと

して位置付け等
【経済分野】
• 企業等において大阪・関⻄で本社・本部

機能バックアップエリアとする取組みを推進



5 （出典︓「平成24年警察⽩書」（警察庁））



企業などの東京一極集中の現状
（圏域別の人口推移）

6 （出典︓国⼟交通省『』第１回 企業等の東京一極集中に関する懇談会資料』を加工）

東京圏の人口は約3,658万人（2018年・全国の約3割）
※東京都は⽇本全土の0.58%の面積に、全人口の約11%が集中

大阪圏

東京圏

圏域別の人口推移

1823万人

3658万人



企業などの東京一極集中の現状
（域内総生産の推移（東京・愛知・⼤阪））

7 （出典︓各都府県「県⺠経済計算」より作成）

経済ではGDPシェアでみると国全体の約20％が東京に集中
※東京都と愛知県・大阪府の域内総生産の差は約３倍

東京都

⼤阪府

愛知県

全国シェア
7.3%

全国シェア
19.4%

全国シェア
7.3%

域内総生産（名目）の推移



企業などの東京一極集中の現状
（企業本社数・⼤学）
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企業本社数（上場・外資系）では半数以上が東京に集中
また、大学数でも第２位（大阪府）とは大きな差

出典︓経済産業省「外資系企業৿向調査」 出典︓⽂部科学省「学校基本調査」出典︓⽇本の各都道府県の株式会社数と
上場会社数（Ⓒ上場企業サーチ2014-2020）



企業などの東京一極集中の現状
（海外主要都市におけるGDP比較）
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⽇本は、他の先進国に⽐べ、政治・経済・人口が
過度に東京に一極集中

日本 アメリカ ドイツ



東京一極集中のリスク
（⾸都直下地震における被害想定等）
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東京一極集中のリスク
（富士山噴火をモデルケースとした被害想定）
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（出典︓内閣府防災情報のページ「大規模噴⽕時の広域降灰対策について―首都圏における降灰の影響と対策― 〜富⼠⼭噴⽕をモデルケースに〜（報告）」）

今年4月に政府の中央防災会議・防災対策実⾏会議が公表した、富⼠⼭噴⽕をモデルケースとした
降灰の影響、大規模噴⽕時の広域降灰対策の基本的な考え方では、
大規模噴⽕時に広い範囲で降灰が発生すると、鉄道や⾞による移৿が制限
されるとともに、೿電や断水が発生するなど、生活⽀障が広範囲・⻑期に及ぶ
との被害想定



東京一極集中のリスク
（⼤災害のリスクを抱える⽇本）
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⽇本は、地理的・⾃然的特性から様々な災害が多発する
国であり、⾸都圏でも⼤規模な地震発生のリスクが高まっ
ています。
また、企業の事業継続を脅かすリスクは、水害などの地震以
外の⾃然災害、さらには、感染症、テロ等も考えられます。

あらゆるリスクへの備えが必要
事業継続計画は、顧客の流出・マーケットシェアの低下など
から企業を守り、損害を最小化するだけでなく、企業価値の
維持向上、信頼の獲得を通じて企業の成⻑にも繋がり得
る経営課題です。
また、社員の負૿を考慮した事業継続の仕組みづくりは、
計画の実効性を⾼めると同時に、社員の安全を守ります。
そして、各企業において事業継続の取組みを進めることが、
⽇本の競争⼒強化にもつながります。

事業継続は戦略的課題



新型コロナウイルスの感染拡⼤による影響と新たな潮流
（国等における東京一極集中リスクの是正議論の活発化）
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東京を中心とするコロナの感染拡大を受け、以前にも増して
「東京一極集中型」から「多核連携型」の国づくりへの議論が活発化

• 「経済財政運営と改革の基本方針2020」
東京一極集中型から多核連携型の国づくりへ

• 「まち・ひと・しごと創生基本方針2020」
新たな⽇常に対応した地域経済の構築と東京圏への一極集中の是正

（経済財政諮問会議後の記者会⾒を⾏う⻄村大臣 出典︓内閣府ホームページ） （「まち・ひと・しごと創生基本方針2020」から抜粋）



新型コロナウイルスの感染拡⼤による影響と新たな潮流
（東京からの人口流出）
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コロナの感染拡大以降、東京では５月に2013年7月以来となる約1000人
の転出超過を記録し、７月以降も転出超過が続いている。
（転出超過の状況 7月 2,522人、8月4,514人、９月3,638人）
また、⾸都圏の若者を中⼼に、地⽅移住への関⼼が⾼まっており、人の流れ
に関する変化が⾒られる。

単位︓（人）

（出典︓総務省『住⺠基本台帳人口移৿報告』」）



新型コロナウイルスの感染拡⼤による影響と新たな潮流
（⾸都圏企業アンケート結果から）
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新型コロナウイルスによる影響等ついて
• 約６割の企業が東京一極集中のリスク⾯に対する意識変化があったと回答。
東京一極集中のリスクに対する危機意識が高まっている。

• 約４社に１社の企業が、東京圏外で本社機能のバックアップ拠点の構築の予定等が
あると回答。パンデミックに対応したバックアップ拠点の構築、拡充に向けた৿きが広
まりつつある。

（参考）首都圏企業アンケート
• 調査名称︓本社機能のバックアップ

体制に関する統計調査
• 調査主体︓大阪府・大阪市
• 調査期間︓令和２年９月１⽇〜

９月30⽇
• 調査対象︓東京都内に本社が所

在する東証一部上場企業
（1,192社）

• 有効回答数︓185社（15.5％）

■東京一極集中のリスク⾯に対する
意識変化の有無

■東京圏外におけるバックアップ拠点
の構築、拡充の予定・検討の有無



「ポストコロナ」を⾒据えた本社機能の在り⽅
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新型コロナウイルスの感染拡大は、インバウンドの消失や雇用環境の
悪化、医療体制のひっ迫など、経済や生活に甚大な影響をもたらす
一方、「新しい生活様式」やDX（デジタルトランスフォーメーション）
の加速など、社会システムの変⾰をもたらす新たな潮流

首都直下地震などの⾃然災害はもちろんのこと、あらゆるリスクを想
定し、コロナ禍の今だからこそ「ポストコロナ」を⾒据え、社会システム
の変⾰にも対応した本社機能の在り⽅、バックアップ体制の構築を
検討すべきではないでしょうか。



本社機能のバックアップ拠点を⼤阪・関⻄に
（同時被災のリスクが⼩さい⼤阪・関⻄）
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大阪府内
36.8%

2.3%

東京都以外

23.6%

東京都内

1ӿ.ӿ%

（首都圏企業アンケートより」）

バックアップの想定エリアは東⻄に⼆分

（出典︓内閣府事業継続ガイドライン第三版解説書」（2014.7））

首都圏外で本社機能の継続を



本社機能のバックアップ拠点を⼤阪・関⻄に
（取組事例 AIGジャパン・ホールディングス株式会社 様）
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⽇本での事業展開の強化にあわせて、グループとしての⽇本法人本社機能を含む
東京に次ぐ第⼆の拠点オフィスを大阪に設置し、災害後の事業継続の体制を強化。



本社機能のバックアップ拠点を⼤阪・関⻄に
（取組事例 ⽇清食品ホールディングス株式会社 様）
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八王子にある研究所での業務バックアップ
が第一プランだが、೿電等で代替不可の
場合、サプライチェーンを指揮する部門を
大阪本社に移転。

発災後２時間以内に災害対策本部を
⽴ち上げ、６時間を目途に機能移転の
要否を判断、候補地の状況を鑑み移転
先を決定する。

被災地での継続は社員の負૿が大きい
ことから、大阪で⻑期的に業務ができる
環境を確保。
（移৿手段、宿泊場所等の事前確保）

【サプライチェーン管理部門の業務継続】



本社機能のバックアップ拠点を⼤阪・関⻄に
（取組事例 コスモエネルギーホールディングス株式会社 様）
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災害時には石油製品の供給に係るグループ各社で、危機対策本部を設置のうえBCPを発৿。

首都直下地震発生時、本社機能が೿止した場合はコスモ石油株式会社堺製油所及びコスモ石油マーケティング
株式会社関⻄支店に臨時危機対策本部を⽴ち上げ、石油製品の供給に関する本社権限を委譲。



中部システム
センター

関東システム
センター

東京オフィス関⻄システム
センター

大阪オフィス

 年⾦、投資信託等の運用資産の管理を専門とする信託銀⾏

重要業務（資⾦決済、証券決済）を中⼼に、⼤阪と東京との間でデュアルオペレーション体制を構築

 預かり資産は442兆円（2020年9月末現在）

１．⽇本マスタートラスト信託銀⾏について

２．業務継続態勢整備の責務
 預かり資産の規模から、当社の業務継続に支障が生じると社会的に大きな影響をきたすことが⾒込まれるため、2013年5月より大阪に拠点を設け、

東阪複線運用体制（デュアルオペレーション）の運用を開始
３．業務継続態勢

（１）大阪と東京の複線運用体制（デュアルオペレーション）を運用 [図1]
 業務継続対象の最重要13業務について、東阪間で同一の業務を分૿
 ⾃然災害等によって一方のオフィスで業務継続に支障が生じた場合は、いつでも他方が代替可能

（２）オフィスとシステムセンターは大阪と東京ほかに設置 [図2]
 東京オフィス、関東システムセンターが被災して೿止した場合でも、大阪オフィスおよび関⻄システ

ムセンターによって業務継続可能
４．業務継続態勢の実効性確保

（１）定期訓練
 業務継続対象の最重要17業務については定期的に東阪間の業務引継訓練を⾏っている
 また、これ以外の業務についても、東京オフィスの業務を大阪オフィスで代替するための訓練を、

年１〜２回実施
（２）東阪間の社員配置

 大阪地区における社員採用に加え、これを含めて両オフィス間で定期的に社員を配置転換
 これにより、東阪間の業務水準を均一に保っている

（図1）大阪と東京のデュアルオペレーション

（図2）オフィスとシステムのバックアップ

本社機能のバックアップ拠点を⼤阪・関⻄に
（取組事例 ⽇本マスタートラスト信託銀⾏ 様）
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本社機能のバックアップ拠点を⼤阪・関⻄に
（⼤阪府・⼤阪市ホームページ）
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大阪 企業 バックアップ拠点 検索

他にも、多くの企業が実際に
大阪・関⻄でバックアップ拠点
を構築されています。
（清水建設株式会社様、NTTコミュニ
ケーションズ株式会社様 など多数）

ご興味のある方は
⼤阪府・⼤阪市ホームページ
をご覧ください︕︕



本社機能のバックアップ拠点を⼤阪・関⻄に
（⼤阪・関⻄のポテンシャル（都市インフラ））
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【都市インフラの充実】
• 淀川左岸線延伸部の事業化
• 市営地下鉄の株式会社化

（Osaka Metro）
• 新大阪や大阪都心部と関⻄国

際空港等とのアクセス強化を図る
「なにわ筋線」の事業化決定

• 関⻄エアポート（株）による関⻄
3空港（関空・伊丹・神⼾）の
一体運営開始

大阪では、グローバル競争を支える都市インフラの
基盤整備に向けた取組みが進展

※中之島、⻄本町、南海新難波の駅名は仮称
※「うめきた（大阪）地下駅」は、うめきた2期地区で整備される
新駅の呼称で、現在の大阪駅の一部として開業予定

【なにわ筋線】 【⾼速道路ネットワーク】



本社機能のバックアップ拠点を⼤阪・関⻄に
（⼤阪・関⻄のポテンシャル（新たなまちづくり））
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【新たなまちづくりの推進】
都心エリアにおいて、新たなまちづくりが進展
• 「みどり」と「イノベーション」の融合拠点実現

をめざす「うめきた２期」
• 大学とともに成⻑するイノベーション・フィール

ドシティの形成に向けた「⼤阪城東部地区」
• スマートリゾートシティをコンセプトに新たな国

際観光拠点形成に向けた「夢洲」
• スーパーメガリージョンの形成に向けた
「新⼤阪駅周辺」

大阪では、経済成⻑に向けて新たなまちづくりが進展

【うめきた2期地区開発イメージ】

（提供者︓うめきた２期開発事業者）
※提案時点（2018年5月）のイメージパースであり、今後変更の可能性があります



本社機能のバックアップ拠点を⼤阪・関⻄に
（⼤阪・関⻄のポテンシャル（南海トラフ地震対策））
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液状化等により沈下する防潮堤のうち、浸水が発生する箇所に
重点化して耐震・液状化対策工事を実施。2014年度から
10年間での対策完了を目標に取組みを推進。

《防潮堤の地盤改良》

（施工中） （施工後）

あらゆる地震被害リスクを対象とするが、
とりわけ地震津波対策を強化

地震時の液状化による防潮堤の沈下を防ぐ
ため、地盤改良工事を実施

※Ｈ30年度末第1線防潮堤の完成を⾒込んだ上での被害想定

防潮堤の津波浸水対策 新・大阪府地震防災アクションプラン



本社機能のバックアップ拠点を⼤阪・関⻄に
（⼤阪・関⻄のポテンシャル（安全・安⼼のまち「⼤阪」））
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• ⼤阪・関⻄が世界最高峰の国際会議を安全かつ安⼼に
開催できることを世界にアピール

• サミットの開催を通じて⼤阪の知名度や都市格が向上
• 「G20大阪首脳宣⾔」をはじめ、「大阪トラック」の⽴ち上げ

宣⾔や「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」の共有など、
「OSAKA」が世界の課題解決に向けた発信地として
歴史に刻まれました。

2019年6月に、世界の37もの国・国際機関から首脳・代表が
参加した「G20サミット首脳会議」がわが国で初めて大阪で開催

【首脳集合写真】

（出典︓外務省ホームページ）



本社機能のバックアップ拠点を⼤阪・関⻄に
（⼤阪・関⻄のポテンシャル（⼤阪・関⻄万博の開催））

27

大阪・関⻄万博は、東京オリンピック・パラリンピック後のわが国の
成⻑の起爆剤。コロナ後の世界的ビッグイベントとなる万博を
インパクトに大阪の再生・成⻑に向けた取組みを加速し、世界
に存在感を発揮する「副⾸都・⼤阪」の確⽴・発展をめざす。

（出典︓経済産業省ホームページ）

■ テーマ いのち輝く未来社会のデザイン
Designing Future Society for
Our Lives

■ 開催場所 夢洲（大阪市此花区） 約155ha
■ 開催期間 2025.4.13〜2025.10.13
■ 入場者 約2,800万人（想定）

開催概要



本社機能のバックアップ拠点を⼤阪・関⻄に
（自治体・経済界が一体となったバックアップエリア化に向けた取組）
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関⻄の⾃治体と経済界は一体で、バックアップエリア化を一貫してめざしています。


